
◎法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律 
（令和四年一二月一六日法律第一〇五号）   

一、 提案理由（令和四年一二月六日・衆議院消費者問題に関する特別委員会） 

○河野国務大臣  

……………（略）…………… 

 引き続きまして、法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律案の趣旨を御

説明申し上げます。 

 法人等からの寄附の勧誘を受ける個人の権利の保護等を図る観点から、法人等による

不当な寄附の勧誘を禁止し、当該不当な寄附の勧誘を行う法人等に対する行政上の措置

等を定めるとともに、寄附の意思表示の取消しの範囲の拡大及び扶養義務等に係る定期

金債権を保全するための債権者代位権の行使に関する特例の創設等の措置を講ずる必要

があるため、この法律案を提出した次第です。 

 次に、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、法人等は、寄附の勧誘を行うに当たり寄附者等に配慮しなければならないこ

とを規定するとともに、寄附の勧誘に関する禁止行為として、不当な勧誘により寄附者

を困惑させてはならないこと及び借入れ等による資金調達を要求してはならないことを

規定しております。 

 第二に、法人等が禁止行為に違反した場合の勧告、命令等の行政上の措置等について

規定するとともに、当該行政措置に係る罰則について規定しております。 

 第三に、不当な勧誘により寄附者が困惑して寄附を行った場合における意思表示の取

消しについて規定するとともに、扶養義務等に係る定期金債権について、確定期限の到

来していない部分を保全するための債権者代位権の行使に係る特例を設けることとして

おります。 

 第四に、国は、寄附者等が権利の適切な行使により被害の回復等を図ることができる

ようにするため、日本司法支援センターと関係機関及び関係団体等との連携の強化を図

り、利用しやすい相談体制を整備する等必要な支援に関する施策を講ずるよう努めなけ

ればならないこととしております。 

 その他、この法律の運用上の配慮に関する規定など、所要の規定を整備することとし

ております。 

 以上が、これらの法律案の提案理由及びその概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同いただきますようお願い申し上げます。 

二、 衆議院消費者問題に関する特別委員長報告（令和四年一二月八日） 

○稲田朋美君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、消費者問題に関する

特別委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 ……………（略）…………… 

 次に、法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律案は、法人等からの寄附



の勧誘を受ける個人の権利の保護等を図る観点から、法人等による不当な寄附の勧誘を

禁止し、当該不当な寄附の勧誘を行う法人等に対する行政上の措置等を定めるとともに、

寄附の意思表示の取消しの範囲の拡大及び扶養義務等に係る定期金債権を保全するため

の債権者代位権の行使に関する特例の創設等の措置を講じようとするものであります。 

 両法律案は、去る十二月六日の本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委

員会に付託され、同日、河野国務大臣から趣旨の説明を聴取した後、質疑に入り、昨七

日には参考人からの意見聴取を行い、本日、岸田内閣総理大臣に対する質疑を行い、質

疑を終局いたしました。 

 質疑終局後、消費者契約法及び独立行政法人国民生活センター法の一部を改正する法

律案に対し、日本共産党の提案による修正案が、法人等による寄附の不当な勧誘の防止

等に関する法律案に対し、自由民主党、立憲民主党・無所属、日本維新の会、公明党及

び国民民主党・無所属クラブの共同提案による修正案並びに日本共産党の提案による修

正案がそれぞれ提出され、各修正案の趣旨の説明を聴取いたしました。 

 次いで、両法律案及び各修正案を一括して討論を行い、順次採決いたしましたところ、

まず、消費者契約法及び独立行政法人国民生活センター法の一部を改正する法律案につ

きましては、日本共産党の提案による修正案は賛成少数をもって否決され、本案は全会

一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 次に、法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律案につきましては、日本

共産党の提案による修正案は賛成少数をもって否決され、自由民主党、立憲民主党・無

所属、日本維新の会、公明党及び国民民主党・無所属クラブの共同提案による修正案並

びに修正部分を除く原案はいずれも賛成多数をもって可決され、本案は修正議決すべき

ものと決しました。 

 なお、両法律案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（令和四年一二月八日） 

○宮崎委員 ただいま議題となりました法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関す

る法律案に対する修正案につきまして、提出者を代表して、その趣旨を御説明申し上げ

ます。 

 本修正案は、今国会における質疑の状況はもちろんのこと、これに先立ち開始され、

今日まで続いてきた与野党の枠を超えた建設的で、粘り強い、熱心な協議の成果を踏ま

えて、与野党における真摯な修正協議を行い、被害者救済と被害の再発防止の見地に立

った迅速かつ柔軟な合意形成に基づいて、取りまとめたものです。すなわち、この修正

は、政府提出の原案における寄附の勧誘を行うに当たっての配慮義務について、その遵

守を図るための規定を加えるべしとの御意見等を踏まえ、被害者の救済と被害の再発防

止のために、原案を前提に、その実効性と不当な寄附勧誘への抑止力を更にもう一段引

き上げたいとの思いに基づいております。 



 次に、本修正案の主な内容について御説明申し上げます。 

 第一に、法人等が寄附の勧誘を行うに当たっての配慮義務を定める第三条の規定につ

いて、「配慮しなければならない。」とあるのを「十分に配慮しなければならない。」に

改めるとともに、同条を第一章の総則から第二章の寄附の不当な勧誘の防止に位置づけ

るものとしております。 

 第二に、配慮義務の遵守に係る勧告等に係る規定を創設しております。 

 すなわち、内閣総理大臣は、法人等が配慮義務を遵守していないため、当該法人等か

ら寄附の勧誘を受ける個人の権利の保護に著しい支障が生じていると明らかに認められ

る場合において、更に同様の支障が生ずるおそれが著しいと認めるときは、当該法人等

に対し、遵守すべき事項を示して、これに従うべき旨を勧告することができることとし

ております。 

 そして、内閣総理大臣は、勧告をした場合において、その勧告を受けた法人等がこれ

に従わなかったときは、その旨を公表することができることとしております。 

 さらに、内閣総理大臣は、勧告をするために必要な限度において、法人等に対し、配

慮義務として掲げる事項に係る配慮の状況に関し、必要な報告を求めることができるこ

ととしております。 

 第三に、この法律の規定についての検討に関して、この法律の施行後三年を目途とあ

るのを二年を目途に改めることとしております。 

 このほか、以上の修正に伴って生ずる条文整理等、所要の規定の整備を行うこととし

ております。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

○附帯決議（令和四年一二月八日） 

（消費者契約法及び独立行政法人国民生活センター法の一部を改正する法律（令四法

九九）の附帯決議と一括して掲載） 

三、 参議院消費者問題に関する特別委員長報告（令和四年一二月一〇日） 

○松沢成文君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、消費者問題に関する

特別委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律案は、法人等による不当

な寄附の勧誘を禁止し、当該法人等に対する行政上の措置等を定めるとともに、寄附の

意思表示の取消しの範囲の拡大及び扶養義務等に係る定期金債権を保全するための債権

者代位権の行使に関する特例の創設等の措置を講じようとするものであります。 

 なお、衆議院におきまして、法人等が寄附の勧誘を行うに当たり、「配慮しなければ

ならない」という規定を「十分に配慮しなければならない」に改めること、配慮義務の

遵守に係る勧告、公表等についての規定を創設すること、この法律の規定についての検

討に関して、施行後「三年を目途」から「二年を目途」に改めること等を内容とする修



正が行われております。 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、参考人から意見を聴取したほ

か、内閣総理大臣の出席を求め、質疑を行いました。 

 委員会における主な質疑の内容は、被害者の困惑についての立証の困難性、寄附を勧

誘する際の配慮規定の意義と効果、被害者救済の実効性の確保、新法の適切な運用と必

要な見直し、衆議院における修正によって期待される効果等でありますが、その詳細は

会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党の山添委員より消費者契約法等

改正案に賛成、寄附の不当勧誘防止法案に反対の旨の意見が述べられました。 

 次いで、順次採決の結果、消費者契約法等改正案は全会一致をもって、寄附の不当勧

誘防止法案は多数をもって、それぞれ原案どおり可決すべきものと決定をいたしました。 

 なお、両法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和四年一二月一〇日） 

（消費者契約法及び独立行政法人国民生活センター法の一部を改正する法律（令四法

九九）の附帯決議と一括して掲載） 

 


